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  TaxFlash Tax Indonesia / 2024年 6月 / 第 6号 

新首都 IKNにおける税制および関税優遇措置の実施 

2024年 5月、政府は財務大臣規則 PMK-281を公布し、「Nusantara」と命名される首

都（Ibu Kota Negara bernama Nusantara/以下「IKN」）における税制および関税優遇

措置を規定しました。 

PMK-28は、IKNの優遇措置を規定していた GR-122の実施規則として適用されます。

GR-12の詳細については、TaxFlash No.01/2023をご参照ください。PMK-28では、

行政手続き、投資規定、義務、禁止事項、例外規定に関する事項について、いくつかの

更新とより詳細な内容を規定しています。    

この規定の主な内容は以下の通りです。 

1. 所得税優遇措置

a. IKNおよび提携地域における法人所得税減税

適用要件および投資基準 

GR-12では、IKNまたは提携地域（Daerah Mitra、DM）への投資額が 100億

ルピア以上の国内法人納税者は、法人所得税が 100％または 50％減税されま

す。PMK-28では、この優遇措置を受けるには、納税者は以下の条件を満たさな

ければならないと規定されています。

a) 国内納税者であること

b) IKNおよび・または DMに本社および・または事業部門を置き、事業活動を

行っていること

c) インドネシアの法人格を有していること

d) IKNの発展を促進する戦略的価値を持つ事業分野、または DMにおけるイ

ンフラ事業および公共サービス分野への投資を行っていること

また、上記 d）で記載された投資とは、以下の条件を満たす有形固定資産への

投資を指します。 

i. IKN および・または DM のヘルスケア、研究、イノベーション、建設分野への

投資の実施に必要な機械および設備の一部を除き、新品で購入されたもの

1 財務大臣規則 2024年第 28号（PMK-28）2024年 5月 16日公布・発効 
2 政府規則 2023年第 12号（GR-12）2023年 3月 6日公布・発効 

____________________

新首都 IKNにおける税制

および関税優遇措置の実

施 P1 

___________________
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ii. オンライン・シングル・サブミッション（OSS）機関が発行した事業許可の日付

以降に取得されたもの 

iii. 商業生産等開始前に取得されたもの、および   

iv. タックスホリデー、税額控除、KEK-タックスホリデー、特別控除、および労働

集約型産業優遇措置を受けたことがない投資であること 

                                       

申請手続きと行政手続き 

この優遇措置の適用を申請するには、まず納税者は OSS システムからビジネ

スライセンスを取得する必要があります。 OSS システムでは、各納税者が要件

を満たしているかどうかを審査します。要件を満たしている納税者には、法人所

得税減税措置の申請が可能である旨の通知が発行されます。この申請は、事業

開始前、かつ OSS システムによるビジネスライセンス発行日から 1 年以内に提

出する必要があります。他の国内納税者にその株式等を所有されている申請者

は、国内株主の納税証明書（Surat Keterangan Fiskal、SKF）を提出する必要

があります。 

事業開始後、納税者は、OSSシステムを通じて、特定の添付書類をアップロード

し、申請者の SKFを取得することにより、優遇措置の適用を再度申請しなけれ

ばなりません。優遇措置の適用の承認は、税務総局（DGT）が実施する実地調

査の結果に基づいて、大臣が決定します。この調査は、納税者が当初の申請時

に満たしていた要件を納税者が引き続き満たしているかどうかを確認するために

行われます。調査期間は、納税者に税務調査通知書が発送されてから最長 45

営業日以内で、一般的なタックスホリデー優遇措置と同じプロセスです。 

優遇措置の承認を取得した納税者は、承認決定から 2年以内に投資計画の実

現（投資計画の 50%以上）を行い、実現報告書を提出し、優遇措置を受けた投

資と受けない投資を区分して経理処理することが義務付けられています。 

 

源泉徴収税（WHT）の免税優遇措置 

PMK-28では、この優遇措置の承認を取得した納税者は、以下の源泉徴収税が

免除されると規定されています。 

a) 主な事業活動から得た収入、および   

b) 戦略的事業部門およびインフラ・公共サービス事業部門における主な事業活

動に関連して行われる物品・材料の購入または輸入 

WHTの優遇措置は、所得税法第 22条、第 23条、第 4条第 2項（建設サービ

スおよび土地・建物の賃貸事業、L&B/Perjanjian Pengikatan Jual Beli/PPJB

に関する土地・建物の売却・購入契約に基づくものを含む）に基づき、税金免除

申請書（Surat Keterangan Bebas、SKB）を通じて適用されます。50%の法人所

得税減税措置の適用を受ける納税者は、それに伴い源泉所得税の 50%が免除

されます。 

 

b. 金融センターにおける法人所得税減税と源泉徴収税免除   

 

適用要件、手続き、禁止事項 

IKN金融センターで金融サービス事業を行う納税者は、法人所得税を 100%ま

たは 85%減税することができます。この優遇措置を受けるには、納税者は以下

の要件を満たす必要があります。  

a) 国内法人納税者または恒久的施設（PE）を通じて事業を行う外国法人納税

者であること 

b) IKNの金融センターで投資を行い、金融セクターの事業活動を行っているこ

と、および 

c) 法人所得税減税措置の付与に関する決定が下されていない投資を行ってい

ること 
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PMK-28は、GR-12で定められた事業活動リストに、シャリア原則に基づく事業

活動が含まれていることを規定しています。また、PMK-28は、デジタル金融資

産（暗号資産を含む）、国内民間企業の開発に携わる企業、協同組合、中小企

業など、その他の金融サービス活動に分類される事業活動のリストも提供してい

ます。 

この優遇措置の申請手続きは、上記の IKNおよび DMにおける法人所得税減

税の申請手続きと同様です。 

国内納税者または恒久的施設（PE）が、IKN・DM における開発、建設、経済活

動の資金調達を目的として融資を受けた場合、その融資をその目的以外で使用

することは禁じられています。他の納税者に融資を譲渡することも禁じられてい

ます。この規定に違反した場合、IKM・DMで規定されている法人所得税優遇措

置は取り消され、発生した費用は損金として計上できません。 

 

WHT 優遇措置の対象となる申請者 

PMK-28では、この優遇措置の承認を受けた納税者は、以下の源泉徴収税が

免除されると規定されています。  

a) 主たる事業活動から得た収入、および 

b) 主たる事業に関連して行われる物品・材料の購入または輸入 

 

上記の源泉所得税の優遇措置は、所得税法第 22条、第 23条、第 4条第 2項

（定期預金およびその他の貯蓄、株式取引、債券および国債の利息、短期証券

市場で取引される短期証券の利息または割引）に基づき、SKBを通じて適用さ

れます。85%の法人所得税減税措置の適用を受ける納税者は、それに伴い源

泉所得税の 85%が免除されます（すなわち、源泉所得税の 15%は支払義務が

あります）。 

 

 外国税対象者が受ける所得に対する源泉徴収の優遇措置 

 外国税対象者が IKN金融センターへの投資から得た所得に対して、10年間源

泉徴収が免除されます。PMK-28では、外国税対象者とは、所得の受益者（実

質所得者）である法人または個人で外国税の対象者（PEを除く）と定義されてい

ます。PMK-28で規定されている実質所得者に関する規定は、租税条約上の軽

減措置を受けるための外国居住者の居住地証明書に関する要件で規定されて

いるものと同様です。 

 

また、外国税対象者に関するその他の管理規定（コンプライアンスモニタリング

など）についても、PMK-28で詳しく説明されています。 

 

c. IKNへの本社・地域本部の設立・移転に対する法人所得税減税 

 

外国の税務上のステータスを有する企業、または国内納税者であって、インドネ

シア国内に本社または地域事務所（以下「HQ・RO」）を IKNに設立または移転

する企業は、法人所得税減税措置を受けることができます。 

 

外国税対象者については、IKNにおける HQ・ROとして行う主たる事業から生じ

るすべての所得に対して優遇措置が適用されます。一方、国内の納税者につい

ては、IKNにおける HQ・RQの主たる事業のうち、IKNエリア内の事業者

（Pelaku Usaha、PU）および・またはコミュニティから生じた所得に対して優遇措

置が適用されます。 

 

PMK-28では、外国税対象者と国内納税者が満たすべき基準として、以下の項

目を追加しました。 

a) 外国税対象者： 

✓ インドネシア国外に少なくとも 2つの関連会社および・または関連事業体

（子会社、支店、合弁会社、またはその他の類似事業体）を有すること 
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✓ IKNに経済的実質があること 

✓ インドネシアで有限責任会社の形態の法人を設立すること 

✓ 法人所得税減税措置の承認決定後 1年以内に、IKNに HQ・ROの設

立・移転を実現させるという確約があること – 新 

✓ OSS システムにより発行されたビジネスライセンスを所有すること – 新 

および、 

✓ 法人所得税減税措置を受けたことがないこと – 新  

  

b) 国内納税者： 

• IKNに経済的実質があること 

• インドネシアで有限責任会社の形態で法人を設立すること 

• IKN 域外にある納税者企業グループの解散、清算、合併、統合、分離、

事業引継ぎ、事業譲渡の結果ではなく、新規事業活動であること – 新  

• 法人所得税減税措置の承認決定後 1年以内に、IKNに HQ・ROの設

立・移転を実現させるという確約があること – 新 

• 管轄省庁または機関が発行したビジネスライセンスを保有していること– 

新 、および 

• 法人所得税減税措置を受けたことがないこと. – 新  

 

PMK-28は、経済活動基準を満たすための要件を以下のように定めています。  

a) IKN において事業活動を行っていて、その事業活動は自社の経営陣によっ

て管理され、経営陣はその事業活動を行うのに十分な権限を持っていること 

b) 企業戦略の決定、実施、新規投資、拡大、合併・買収、関連会社の解散、財

務管理および・または人事の統合など、会社および・または企業グループの

ための戦略的活動を実施すること 

c) 年間営業費用が少なくとも 150 億ルピアであること 

d) インドネシア人従業員を少なくとも 50名雇用し、その全員が正社員として所

得税法第 21条に基づく源泉徴収を行っていること、および 

e) 配当、利息、使用料、および・または資産譲渡益以外の事業収入があること 

 

この優遇措置の初回申請手続きと適用後申請手続きは、IKNと DMにおける法

人所得税減税の場合と同様です。 

 

d. インターンシッププログラムおよび・または職業訓練に対する特別控除 

 

国内法人納税者が、IKNにおける能力ベースの人的資源開発を目的としたイン

ターンシップおよび・または職業訓練プログラムを実施する場合、その活動のた

めに発生した費用の最大 250％を控除することができます。PMK-28では、

250％の控除は、実際に支出した金額の 100％の控除と、さらに 150％の追加

控除から構成されることが明記されています。 

 

一般的に、PMK-28で規定されているこれらの優遇措置（対象となる活動範囲や

分野別機能、対象経費、年間費用報告書の提出義務など）は、IKN地域外の一

般納税者が利用できる同じカテゴリーの経費に対する特別控除を規定した

PMK-1283の規則と類似しています。ただし、PMK-128では特別控除額が

250%に制限されているのに対し、PMK-28では 200%に制限されている点が異

なります。 

  
 
 
 

 
3 財務大臣規則 No.128/PMK.010/2019（PMK-128）2019年 9月 9日公布・発効。PMK-128の詳細については、

TaxFlash No.15/2019をご参照ください。 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2019/taxflash-2019-15-jpn.pdf
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e. 研究開発（R&D）活動に対する特別控除 

 

国内法人で、IKN において特定の研究開発活動を行う事業所を有する納税者

は、一定期間に発生した費用の最大 350% を控除することができます。PMK-

28 では、350% の控除は、実際に支出した金額の 100% の控除と、さらに 

250% の追加控除（実施する研究開発の種類によって異なる）から構成されるこ

とが規定されています。 

 

PMK-28に基づく追加 250%控除の配分内訳は以下の通りです。 

a. 研究開発活動により、インドネシアの知的財産権担当部局に登録された特

許権または植物品種保護（PVP）権という形態の知的財産権（IPR）を取得し

た場合、50% の追加控除が適用される 

b. (a) の知的財産権が海外の知的財産権担当部局にも登録されている場合、

25% の追加控除が適用される 

c. 研究開発活動が商品化段階に達した場合、125%の追加控除が適用される 

d. (a)、(b)、(c)の研究開発活動が、インドネシアの政府系研究開発機関または

高等教育機関との協力により実施された場合、50%の追加控除が適用され

る 

一般的に、PMK-28で規定されているこれらの優遇措置（対象となる活動範囲、

対象となる費用など） に関する規定は、IKN地域外の一般納税者が利用できる

同じカテゴリーの費用に対する特別控除を規定した PMK-1534 の規則と類似し

ています。ただし、PMK-153では特別控除額が 350%に制限されているのに対

し、PMK-28では 300%に制限されているという違いがあります。 

申請が承認された納税者は、毎年、研究開発費報告書および追加控除額の算

出に関する報告書を、国税総局（DGT）および財政政策庁長官（Badan 

Kebijakan Fiskal、BKF）ならびに新首都庁長官（Kepala Otorita）に、年次申告（

Annual Income Tax Return、AITR）の提出期限までに提出しなければなりませ

ん。 

 

f. 公共施設、社会施設、および・またはその他の非営利施設の建設にかかる寄附

の特別控除   

 

国内法人納税者が、IKN 内の公共施設、社会施設、および・またはその他の非

営利施設の建設費用として、金銭、物品、および・または費用を寄附した場合、

その支出額の最大 200% を控除することができます。PMK-28 では、200% の

控除は、実際に支出した金額の 100% の控除と、さらに 100% の控除から構成

されるものと規定されています。ただし、当該寄附が寄附者の IKNにおける事業

活動上の義務および・または費用に該当する場合は、控除の対象外となります。 

 

この控除を受けるための要件は以下の通りです。 

✓ 納税者は前年度の年次申告で課税所得を計上していること 

✓ 寄附によって当該課税年度に損失が生じないこと 

✓ 寄附には有効な証拠書類が添付されていなければならないこと 

✓ 寄附が物品または費用による拠出の形態である場合、納税者は IKN の当

局から技術的および仕様に関する承認を取得しなければならないこと、およ

び 

✓ 納税者は SKF を取得しなければならないこと 

 

 
4 財務大臣規則 No.153/PMK.010/2020（PMK-153）2020年 10月 9日公布・発効。PMK-153の詳細については、

TaxFlash No.42/2020 をご参照ください。 

 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-42-jpn.pdf
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この優遇措置を利用するには、納税者は、寄附を行う前に OSS システムを通じ

て当局長に申請書を提出する必要があります。承認されれば、寄附を行った後

に控除を受けることができます。費用は発生した年に最初の 100% が控除さ

れ、残りの 100%は当該寄附にかかる施設等が当局長に引き渡された年に控除

されます。 

 

申請および報告義務（義務を怠った場合の罰則を含む）に関するその他の規定

は、PMK-28で詳しく説明されています。 

 

g. 政府が負担する第 21条所得税の優遇措置 

 

GR-12では、特定の従業員が受領または獲得した給与所得のみが優遇措置の

対象となり、その他の所得は通常の所得税の対象となることが規定されていま

す。PMK-28では、IKN域外から生じた所得についても通常の所得税制度が適

用されることが規定されています。 

 

2. 付加価値税（VAT）の非徴収措置および奢侈品販売税（LST）の免税措置 

 

a. IKNにおける優遇措置 

 

1) VAT 非課税 

 
VAT Non-collection Letter requirement 
 

PMK-28は、VAT優遇措置の適用を受けるために VAT非徴収通知書

（SKTD、Surat Keterangan Tidak Dipungut）が必要となる取引の詳細を規

定しています。通常、SKTDは特定の戦略的課税物品およびサービスの提

供時に必要となりますが、廃棄物等管理サービスなどの例外もあります。一

方、特定の戦略的課税物品の輸入については、状況に応じて SKTDが必

要となる場合があります。 

 

対象者の基準 

 

VAT優遇措置は、以下の対象者に適用されます。 

a. 戦略的課税物品の場合： 

i. 個人 

▪ 住民識別番号を持つインドネシア国民、または 

▪ 外国当局が発行した納税者番号または住民識別番号、あるいは

パスポートを持つ外国人 

ii. 法人 

納税者番号（Nomor Pokok Wajib Pajak、NPWP）により証明され

る、インドネシアに設立されたおよび・または本拠地を置く法人。課税

対象でない特定の法人の場合、NPWPは必要なし 

b. 戦略的課税サービスの場合： 

個人および法人は、IKNで事業活動、就労、および・または居住を行って

いる場合、VATの優遇措置を受けることができます。このステータスを証

明する書類の詳細は、PMK-28に規定されています。 

 

戦略的課税物品およびサービスの範囲 

 

GR-12では、以下のような VAT非課税優遇措置の対象となる戦略的課税

物品およびサービスがすでに導入されています。 
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a. 戦略的課税物品： 

i. 土地付き住宅、アパート、オフィス、店舗・ショッピングセンター、およ

び・または倉庫などの新築物件で、対象者に引き渡されるもの 

ii. 国内で製造された電気自動車で、IKNに登録され、対象者に引き渡さ

れるもの、および 

iii. IKNでの準備、建設、移転、開発活動に必要なその他の戦略的課税

物品で、補助金から調達され、物品の交付前に物品の補助金登録が

行われたもの 

b. 戦略的課税サービス： 

i. 対象となる受給者に提供される一戸建て住宅、アパート、オフィス、店

舗・ショッピングセンター、および・または倉庫の賃貸料 

ii. 特定の公共インフラ建設サービス（PMK-28で適用範囲が拡大され

た） 

iii. 廃棄物等管理サービス、および 

iv. IKNにおける準備、建設、移転、開発活動に必要なその他のサービ

ス 

 

PMK-28では、VATの非課税優遇措置を享受している戦略的課税物品は、

以下のことができると規定されています。 

a. 第三者に貸し出すことができること、および 

b. 課税物品が引き渡された日から 4年以内に 

i. 本来の用途で使用されなければならない 

ii. 第三者に譲渡してはならない、および 

iii. 自動車の場合は、IKNで警察登録番号を取得しなければならない 

 

PMK-28では、戦略的課税物品およびサービスの各種類について詳しく規

定されています。そのうちいくつかの品目についてより詳しい説明を以下に

示します。 

▪ 一戸建て住宅およびアパート 

この優遇措置における一戸建て住宅およびアパートの定義と要件は、戦

略的課税物品に適用される現行の VAT優遇措置の要件と概ね同様で

す。PMK-28の規定で注目すべきは以下の通りです。 

✓ 頭金を受け取った日から最長 2年（一戸建て）または 4年（集合住

宅）以内に、すぐに使用できる状態で引き渡さなければならない。 

✓ 外国人に譲渡される住宅は、最低 50億ルピアで販売価格を設定し

なければならない 

✓ 本優遇措置は、1個人につき 1物件のみ適用される 

✓ 本優遇措置を利用できる団体・省庁・機関が所有する物件は、公務員

の住宅目的のみに使用され、提供される物件の数は、1年間 IKNに

雇用され、優遇措置により政府が負担する所得税第 21条の対象と

なる従業員の数に等しい数までとする 
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▪ 電気自動車 

戦略的課税物品の対象となる電気自動車は、以下のものです。 

✓ 電気モーターで駆動し、車両内のバッテリーまたは外部から直接電力

供給を受けるもの 

✓ IKN 運転許可証が付与された個人用車両および公共交通車両 

✓ 二輪車、三輪車、四輪車、四輪以上の車両 

✓ IKNおよび・または IKN以外の地域（カリマンタン島内）で使用される

もの、および 

✓ IKN 内の VAT課税対象事業者（PKP、Pengusaha Kena Pajak）で

ある正規販売代理店から納入されるもの（一部例外あり） 

二輪車、三輪車、四輪乗用車の国内部品レベル基準は、工業省の規制

に基づいています。その他の種類の電気自動車は、国内部品レベル値

の最低値である 20%を満たさなければなりません。 

▪ 廃棄物等管理 

廃棄物等処理サービスは、以下のものです。 

✓ IKNで提供されること、および、 

✓ IKN にある廃棄物処理施設で実施されること。ただし、廃棄物の修復

および管理、その他の廃棄物活動に関するインドネシア標準産業分

類には適用されない 

 

PKPが廃棄物等処理から生じる課税対象物品を譲渡する場合、その譲

渡には VATが課されます。 

 

2) LSTの免除 

 

GR-12では、IKNで事業活動を行う個人、団体、省庁・機関が提供する高級

住宅については、LSTが免除されると規定されています。この優遇措置の適

用には SKBの申請が必要です。 

 

PMK-28は、IKNで事業活動および・または業務を行う個人および団体、省

庁・機関に対する要件を詳細に規定し、その要件は戦略的課税サービス受

給者と同様です。 

 

b. DMにおける優遇措置 

 

GR-12では、DMの開発に関連する建設サービスの提供にかかる VAT非課税

優遇措置の適用対象となる事業分野がすでに規定されていました。この優遇措

置は、IKNおよび DMにおいて法人所得税減税を認められ、SKTDを取得した

納税者だけが利用できます。 

 

PMK-28では、対象となる事業分野は、以下の形態の物理的なインフラストラク

チャーまたは建築設備の建設であると規定されています。 

a. 新エネルギーや再生可能エネルギーを含む発電用にかかる建物、 

b. 有料道路、港湾、空港にかかる建物、および 

c. 浄水供給にかかる建物、 

また、それらの運営のための建物も含まれます。 

 

上記の規定を満たさない場合、状況によっては、それまでの非徴収 VAT・免除され

ていた LSTの支払義務が生じる可能性があります。 

 

3. 輸入優遇措置 

 

GR-12で既に導入されており IKNで提供されている輸入優遇措置の目的に応じ

て、PMK-28は次のように輸入関税について詳細な情報を提供しています。 
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• IKN および DM の公共の利益 – （一時的な）反ダンピング輸入関税、（一時的

な）相殺関税、（一時的な）セーフガード輸入関税、（一時的な）報復輸入関税を

含む 

• IKN および DM における産業建設および開発事業 – (一時的な) 反ダンピング

輸入関税、(一時的な) 相殺関税、(一時的な) セーフガード輸入関税、(一時的

な) 報復輸入関税は含まない 

 

PMK-28では、工業建設および開発活動のための製品・サービスを生産する産業

の企業が IKNおよび DMに輸入する資本財に対する輸入関税および・または輸入

税の優遇措置は、輸入申告日から 4年以内に資本財が譲渡された場合は適用さ

れないという規定も追加されています。資本財が 4年以内に譲渡された場合、納税

者は輸入関税および・または輸入税を支払う義務が生じ、譲渡状況によってはさま

ざまな制裁措置の対象となる可能性があります。 

 

GR-12および PMK-28で規定されている条項を満たさない場合、状況によっては、

免除されていた輸入関税および輸入税の支払い義務が生じるほか、状況によって

は罰金という行政処分が課されることもあります。 
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